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株式会社 Kiei と AI エージェントを中心とした開発領域で業務提携契約を締結 
～ AI エージェントサービス領域の更なる強化と拡大 ～ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、生成 AI 関連の開発実績を有し AI ト

ランスフォーメーションのコンサルティングに特化した株式会社 Kiei（以下「Kiei」）と業務

提携契約を締結することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

1. 業務提携の理由及び内容 

当社は「データとアルゴリズムで、人類を豊かにする」をパーパスに掲げ、「AI を搭載し

たソフトウエアの開発」と「デジタル組織の構築を支援するプログラムの提供」を主軸に、

企業の AI 活用/DX 推進による成長を支援してきました。 

2025 年度においては以下を全社戦略として推進しております。 

1. Top Tier クライアントの AI トランスフォーメーション推進支援 

2. AI エージェント等のパッケージ開発‧拡販 

（2025 年 4 月に帳票処理 AI エージェント「帳ラク」をリリース） 

3. ⾮連続成⻑に向けたパートナリング推進      

（2024 年 10 月に株式会社 LangCore（以下「LangCore」）がグループイン） 

Kiei は AI エージェントの開発や製造、設備インフラ、物流業界を中心とする基幹コア産

業向けの AI ソリューション事業を展開しております。2025 年 4 月には、先端 AI 技術の研究

開発と実用化を加速する専門組織「Kiei AI Agent Lab」を設立し、基幹コア産業を対象

に、AI エージェントに関する最新の要素技術を最速で検証・実装提案できる仕組みを構築し

ております。 

Kiei との業務連携は、当社の全社戦略と整合しており、早期に事業シナジー（詳細は

「2．想定されるシナジー」ご参照）が創出され、両社の収益向上が実現されるとともに、

中長期的な事業拡大も見込まれると判断し、Kiei との業務提携契約締結を決議いたしまし

た。 

 

2. 想定されるシナジー 

1 当社における AI エージェント開発力の更なる向上と開発案件の拡大 

 当社は既に AIエージェントのリリース実績がありますが、Kieiの生成 AI関連開発

領域の技術力及びノウハウ、開発リソースを活用することで、当社の技術力の更なる

向上と開発領域の拡大が見込まれます。 

2 当社の 900 社を超える顧客基盤を活用することにより AI エージェントのユースケー

ス発掘を加速 

 当社はエンタープライズ企業を中心に 900 社以上の顧客基盤を有しております。当

社の顧客基盤を活用し、「Kiei AI Agent Lab」とも連携することで、AI エージェン

ト関連のユースケース発掘が一層加速することが見込まれます。 

3 AI エージェントの新規開発 

 2 に記載の通り、AI エージェント関連のユースケースを発掘し、更には当社だけで

なく、生成 AIアプリケーション開発実績のある LangCoreと連携することで、AIエー

ジェントの新規開発及びプロダクトの深化が見込まれます。また、開発後は、当社の

資本業務提携先と連携しサービスの拡販を考えております。 



4 当社の DS-Hub を活用することによる Kiei の開発体制強化 

 Kieiが当社の DS-Hub（2024年 12月末時点で 378名の先端 AI技術者コミュニティ）

を活用することで、Kiei の開発体制の強化が可能になると考えております。 

 

3. 業務提携する会社の概要 

（１）名称 株式会社 Kiei 

（２）所在地 東京都千代田区飯田橋 1 丁目 12−16 福岡ビル 4F 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 佐久間 耀大 

（４）事業内容 AI 開発、システム開発、アプリケーション開発等 

（５）資本金 290 万円 

（６）設立年月 2023 年 2 月 20 日 

（７）上場会社と当該会社

との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

※「大株主及び持株比率」、「最近３年間の財政状態及び経営成績」については、相手方の意

向を踏まえて非開示としております。 

 

4. 日程 

（１）取締役会決議日 2025 年６月 18 日 

（２）契約締結日 2025 年６月 18 日 

（３）事業開始日 2025 年６月 18 日 

 

 

5. 今後の見通し 

  本業務提携は、中長期的に両社の業績及び企業価値の向上に資するものと考えております

が、当期業績に与える影響は軽微です。 

 

以 上 


